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これまでの議論の経緯

除去土壌の処分に関する検討チーム会合の設置（2017年9月）
【目的】 福島県外の除染等の措置により生じた除去土壌を念頭に、除去土壌の埋立処分に関する安

全確保の考え方や基準等について検討。

除去土壌の処分に関する安全確保に関する方針を確認（第1回）
○安全確保の考え方
• 管理期間中は一般公衆（周辺住民）の追加被ばく線量が1mSv/yを超えないようにする
• 1万Bq/kg超の除去土壌を扱う作業等については、電離放射線障害防止規則（電離則）等を遵守する
（電離則の適用を受けない作業員については、可能な限り追加被ばく線量が1mSv/yを超えないようにする）

○安全確保の要素
• 飛散・流出防止、地下水汚染の防止、周囲の囲い及び表示、放射線量の測定及び記録、記録の保存 等

実証事業による埋立処分の安全性等の確認（東海村・那須町：第2回～、丸森町：第5回～）
○作業上の放射線安全、周辺環境の安全（覆土による遮蔽、飛散・流出防止、地下水汚染防止）
○除染廃棄物から分別された土壌の埋立処分の安全性

実証事業結果のとりまとめ（第９回）

埋立処分基準（案）のポイント（第10回）

福島県外における除染により発生した除去土壌の処分に係るガイドライン（案）（第11回）
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○ 基準（案）の主な内容としては、以下のとおり。
1. 地下水汚染の防止（放射性セシウムが溶出すると認められる場合のみ）

2. 飛散、流出の防止

3. 生活環境の保全（騒音・振動等）

4. 周囲の囲い・埋立処分の場所であることの表示

5. 開口部の閉鎖

6. 空間線量率の測定（施工時・維持管理時）

7. 埋立処分の場所、除去土壌の量、放射能濃度等の記録・保存

除去土壌の埋立処分基準（案）のポイント

除去土壌

覆土

＜除去土壌の埋立処分のイメージ＞

※除去土壌からの放射性セシウムの溶出は非
常に小さいため、基本的には上記のイメージ

周囲に遮水工を設置

※放射性セシウムが溶出すると認められる
場合

除去土壌

覆土

貯水槽

濃度測定器

放流

吸着槽

※福島県外における除染により発生した除去土壌の埋立処分の実施者（管理者）は市町村等。
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ガイドライン（案）の主な論点

1. 地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断

2. 放射能濃度の測定（推計）方法

3. 上部利用の可否

4. モニタリングの頻度

5. 放射性セシウム以外の有害物質への対応について
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１．地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断

【基準（省令・告示）】
公共の水域及び地下水の汚染を生じさせるおそれのない除去土壌の要件
① 溶出試験でセシウム134及びセシウム137が検出されないこと
又は

② 除去土壌の性状及び放射能濃度を勘案して①と同程度の溶出性であると
認められること

【ガイドラインの内容（案）】

(1)除去土壌（除染廃棄物から分別した土壌を除く）

基本的に溶出試験を行わずに要件②に該当すると考えてよい。

ただし、放射能濃度が概ね10万Bq/kg超の除去土壌については

溶出試験を行い、溶出の有無を確認する。

（なお、福島県外で保管中の除去土壌は99.9%が8,000Bq/kg以下と推計さ

れており、10万Bq/kgを超えるものはほとんどないと考えられる）

(2)除染廃棄物から分別した土壌

溶出試験を行い、溶出の有無を確認する。

※検出下限値は 10～20 Bq/L を目標範囲とする（廃棄物関係ガイドラインと同様）

※試料採取は、900㎥を調査単位とし、調査単位ごとに４箇所以上から試料を採取
（復興再生利用ガイドライン（案）の考え方に倣ったもの）

＜除染廃棄物の例（分別前）＞
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１．地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断

(1)除去土壌（除染廃棄物から分別した土壌を除く）の放射性セシウム溶出性

• これまでに行われた除去土壌（11～26,816Bq/kg：200検体）の溶出試験の結果、最大溶
出量は5.2Bq/L（26,816Bq/kgの除去土壌）。

✓福島県外で生じた除去土壌（埋立処分の実証事業）（11～9,850Bq/kg：162検体）
✓福島県内で生じ、中間貯蔵施設に搬入された除去土壌（1,670～26,816Bq/kg：38検体）

この結果から、検出下限値の目標範囲である10～20Bq/Lに相当する濃度は概ね５
万～10万Bq/kgと考えられる。（下図参照）

※Cs-134は全て検出下限値未満であったことから、Cs-137のみ
プロット

※検出下限値未満の検体（189検体）について、溶出量をゼロ
と見なしてプロット

※近似直線は検出下限値未満の検体を除いた値を用いて作成
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• 福島県内の農地及び宅地の土壌 （ 683 ～

361,227Bq/kg：16検体(32データ)）の溶出試験（検出下

限値11.1～12.5Bq/L）では、約36万Bq/kgの土壌のみ

溶出（23Bq/L）が認められた。（最大約20万Bq/kg

の土壌までは検出下限値未満）（スライド７の表参照）

⇒ これらにより総合的に判断すると、概ね10万Bq/kg

までの除去土壌については、溶出試験を行うことな

く、放射性セシウムが溶出しない（検出下限値10～

20Bq/Lを下回る）と考えられないか。

東海村

那須町

丸森町

中間貯蔵施設
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１．地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断

【参考】福島県内の農地及び宅地の土壌の溶出試験結果
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東海村（除染廃棄物から分別した土壌）

丸森町（除染廃棄物から分別した土壌）
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※Cs-134は全て検出下限値未満であったことから、Cs-137のみプロット
※検出下限値未満の検体について、溶出量をゼロと見なしてプロット

１．地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断

(2)除染廃棄物から分別した土壌の放射性セシウム溶出性

• 福島県外で生じた除去土壌の埋立処分の実証事業の溶出試験の結果、除
染廃棄物から分別した土壌（126～17,391Bq/kg：258検体）は、全体的に除去土壌
よりも溶出率が比較的大きい傾向がある。

• 濃度が比較的低い土壌（5,790Bq/kg）において、16.1Bq/Lの溶出が認められた
検体が１つある。

• 性状のばらつきが大きく、溶出量と濃度との相関性が低いと考えられる。
⇒除染廃棄物から分別した土壌については、入念的な対応として、濃度にかか
わらず溶出試験により放射性セシウムの溶出の有無を確認することとしては
どうか。
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【参考】廃棄物関係ガイドラインの記載

１．地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断
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【参考】復興再生利用に係るガイドライン（案）の記載

１．地下水汚染対策の要否（溶出試験の要否）の判断

※第９回再生利用WG資料資料１ー４より一部抜粋

表 2-1 試料採取による調査単位

5,000m3①8,000Bq/kg 超のおそれがないと見なすことができる場合
900m3②8,000Bq/kg 超のおそれが不明瞭である場合
100m3③上記以外の場合

※本調査単位の考え方は、土壌汚染対策法に基づく「要措置区域外から搬入された土壌を使
用する場合における当該土壌の特定有害物質による汚染状態の調査方法（平成 31 年環境
省告示第６号）」を参考とした。

２．２．２ 放射性セシウム濃度の調査方法
（２）試料採取により調査する方法（試料採取測定）

試料採取により調査する方法では、調査対象の再生資材化した除去土壌を調査単
位に区分し、その単位ごとに４以上の試料を採取して混合した上で放射能濃度を測
定する。
調査単位は、以下の表のとおりとする。

福島県外で発生した除去土壌については、保管に当たって放射能濃度の確認を
行っている場合は福島県内と同様に①又は③となる。一方、保管に当たって放射能
濃度の確認が行われていない場合など、保管されている除去土壌の放射能濃度が不
明瞭な場合は②となる。
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２．放射能濃度の測定（推計）方法

【ガイドラインの内容（案）】

• 容器に格納されている状態で濃度を測定（容器の表面線量率から推計又は試
料を採取して測定）又は施工中のボーリングにより試料を採取し濃度を測定。

試料採取は、900㎥を調査単位とし、調査単位ごとに４箇所以上から試
料を採取する（復興再生利用ガイドライン（案）と同様）

• 放射性セシウム濃度が過去に測定又は推計されている場合はその値を（減
衰補正して）利用可。

【基準（省令・告示）】

三 次に掲げる事項の記録及び除去土壌を埋め立てた位置を示す図面を作成
し、当該埋立地の維持管理の終了までの間、保存すること。

イ 埋め立てられた除去土壌の事故由来放射性物質の濃度及び埋め立てら
れた除去土壌の量
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３．上部利用の可否

【基準（省令・告示）】

• 周囲に囲いが設けられ、除去土壌の埋立処分の場所であることの表示がさ
れている場所で行うこと

• 除去土壌の埋立処分を終了する場合には、厚さがおおむね三十センチメー
トル以上の土壌による覆いその他これに類する覆いにより開口部を閉鎖す
ること

【ガイドラインの内容（案）】

• 覆土が維持されていれば除去土壌による放射線の影響はほとんど無いこと
は、実証事業でも確認されており、人の立入りを制限する必要は無い。

• あくまで処分実施者により適切に維持管理されている限り、埋立処分の場
所の上部は利用可能。

• 処分実施者は以下の措置を含む適切な埋立処分の場所の管理が必要。
埋立処分の場所であることの表示をする
利用者の出入口以外の場所については囲いを設置する
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４．モニタリングの頻度

【基準（省令・告示）】

除去土壌の埋立地の境界（埋立地に隣接する区域に人がみだりに立ち入らな
いような措置を講じた場合には、その区域の境界とする。）において、放射線の
量を第十五条第十一号の環境大臣が定める方法により七日に一回以上測定し、
かつ、記録すること。ただし、埋立処分が終了した場合にあっては、定期的に測
定し、かつ、記録すること。

【ガイドラインの内容（案）】

• 覆土が維持されていれば、基本的には空間線量率が変動することはないと
考えられる。

• 維持管理開始から一定期間継続して以下の点が確認されれば、測定の間
隔を長くしてもよい。ただし、緊急時は随時測定を行う。

覆土が維持されていること
空間線量率が埋立以前から大きく変動していないこと

• 以上の考え方と周囲の状況等を踏まえ、維持管理時の定期的な測定の頻
度を決定（年に１回以上は測定するものとする）。

• 測定の間隔を見直す条件については、あらかじめ定めておく。
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５．放射性セシウム以外の有害物質への対応について

【ガイドラインの内容（案）】

• 土壌汚染の蓋然性が高いと認められる土地（土壌汚染対策法上の有害物
質使用特定施設の敷地など）の除染によって生じた除去土壌を処分する場
合は、土壌汚染対策法を参考にして調査・対策を行ってください。


